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設 計 業 務 委 託 要 綱 

（総 則） 

第１条  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「機構」という。）が施設建

設工事等を実施するため、機構の委託により建設工事等の設計（以下「設計」という。）

を行う場合は、建築設計業務委託契約書又は設計監理業務委託契約書（以下「委託契約書」

という。）によるほか、この要綱及び設計業務委託仕様書又は設計監理業務委託仕様書（以

下「委託仕様書」という。）の定めるところによる。 

（管理技術者（設計）等の選任） 

第２条 設計を委託された者（以下「設計業務の受注者」という。）は、設計を行う施設等

の用途、規模、工事費等を十分勘案の上、管理技術者（設計）等を選定し、その者の資格

及び過去５年分の経歴を付し、機構の承諾を受ける。また、これを変更する場合も同様と

する。（様式３―１、３－３） 

（業務の委託又は下請） 

第３条 管理技術者（設計）の再委託は不可とする。設計業務の受注者は、業務の一部（設

備設計等）を第三者に委託又は請負わせる場合は、機構に対し、書面により承諾を得る。

なお、協力者に対して、設計業務の実施について適切な指導及び管理を行う。（様式３－

２） 

２  積算、構造計算、設備計算等の業務の委託は、機構との協議とする。なお、コピー、印

刷、製本、トレース、模型の製作、透視図の製作等の簡易な業務は承諾を得なくてもよい。 

（管理技術者（設計）の業務） 

第４条 管理技術者（設計）は、次の業務を行う。 

 (1)  各主任担当技術者、再委託先への指揮監督 

 (2)  設計業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断等 

２ 前項に定めるほか、管理技術者（設計）は、別途発注者が実施する関連業務の受託者等

と十分に協議の上、相互に協力し業務を実施しなければならない。 

（工程表） 

第５条 設計業務の受注者は、委託契約書に基づき、設計業務に関する業務工程表を提出し、

工程どおり業務を完了するよう努める。（様式４） 

（打合せ記録等） 

第６条 設計業務の受注者は、機構、関係諸官庁（給水、排水、ガス、電気等を含む）、地

域住民等との打合せについては、常にその記録を整理し、機構に提出する。 

（審査） 

第７条 設計業務の受注者は、委託仕様書に示された各業務を完了したときは、その都度、

機構の確認を受ける。 

（確認申請） 

第８条  設計業務の受注者は、機構の了承を得て確認申請の手続きを行う。なお、申請に係

る手数料については機構が負担する。 

（業務完了の検査） 



 

 

第９条  設計業務の受注者は、業務を完了したときは、機構に業務完了通知書を提出し、検

査を受ける。（様式９） 

２  設計業務の受注者は、検査を受ける場合、成果品、打合せ記録、その他検査に必要な書

類を整備する。 

（設計図書等の保管） 

第１０条 設計原図及び積算関係資料は、設計業務の受注者が、建築士法に定められた期間

保管することとし、その後の取扱いについては機構と協議する。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるほか、業務に必要な取扱いについては、設計業務細則による。 

 

      附  則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



 

 

設 計 業 務 細 則 

 

  設計業務の実施については、設計業務委託要綱（以下「要綱」という。）によるほか、こ

の細則による。 

 

（設計の実施） 

第１条 設計は、対象施設の敷地、構造、建築設備及び用途に関する法律並びにこれに基づ

く政令及び条例の規定によるほか、委託仕様書、要綱、この細則その他機構の諸規定又は

指示によって行う。 

２ 設計は、対象施設の用途、規模、工事費等を十分勘案し、機構と協議の上行う。 

３ 設計は、敷地平面測量図、高低測量図、造成図、地質調査報告書等の資料を参考に、現

地を十分調査のうえ実施する。なお、調査結果を文書にて報告する。 

４ 設計は、関係諸官庁等と十分打合せを行うとともに、機構と緊密に連絡、協議の上実施

する。 

５ 設計作業の実施に当たって必要とする諸官庁その他への申請手続きは、機構と協議の上、

設計業務の受注者が行う。 

６ 基本設計を進めるに当たり、段階毎に概要（案）を提出し、機構の確認を受け、逐次設

計を進める。 

７  実施設計は、機構の承認を受けた基本設計図書及び適用基準等によって行う。 

８  住民説明会等における協議に伴って計画内容を変更する必要がある場合又は発注者が

指示した総工事費と受注者が立案した施設計画から算出した総工事費との間に相違があ

る場合は、機構と協議の上、設計業務の受注者は計画内容変更に伴う設計図書等の修正を

行う。 

（仕様書及び使用材料等） 

第２条  原則として、設計に使用する言語は日本語、数字は算用数字、単位はＳＩ単位、通

貨は円とする。 

２ 工事標準仕様書及びその他の基準類は、機構が指定するものを使用する。 

３ 工事特記仕様書について機構の指定がある場合は、これを設計図に組み入れる。 

４ 設計に使用する用語、材料、工法等の名称は、標準仕様書、ＪＩＳ又はＪＡＳに使用さ

れている名称とし、原則として、商品名を使用してはならない。 

５ 適用基準等により難い特殊な工法、材料、製品等を採用する場合は、事前に機構の確認

を受ける。 

（設計図書） 

第３条 作成すべき設計図書は、別表１を標準とする。なお、特記すべき事項については、

委託仕様書による。 

（設計図） 

第４条 設計図の用紙等は、次のとおりとする。 

 (1)  設計図の用紙の大きさは、ＪＩＳ Ａ１版とする。 



 

 

 (2)  設計原図の用紙の紙質は、特に定めない。 

 (3) 設計図の表示記号等は、原則として、ＪＩＳによる。 

 (4)  表紙の年月は、公告日の属する年月とする。（様式７） 

（積算の実施） 

第５条  積算業務は、機構の承認を受けた実施設計図書によって行う。 

（電算機の使用） 

第６条 電算機によって構造計算を行う場合は、国土交通省大臣官房認定を受けたプログラ

ム又は機構の了解を受けたプログラムを使用する。 

２  電算機によって空調負荷計算を行う場合は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修のプ

ログラムとし、機構の了解の上、使用する。 

（工事費内訳書） 

第７条 工事費内訳書の様式及び作成は、委託仕様書の適用基準による。 

２ 工事費内訳書の用語は、設計図書と整合させる。 

（解体材及び発生材） 

第８条 解体材及び発生材について、設計段階でこれらが発生することが判明している場合

は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、建設工事に係る資材の再生資源化等に関する法

律、資源の有効な利用の促進に関する法律等により、その処理方法を特記する。 

（成果品の提出） 

第９条 成果品の仕様、種類、部数等は、委託仕様書による。 

（設計変更及び追加工事） 

第１０条  設計変更及び追加工事については、機構と協議する。 

２  設計変更図の作成要領は、次のとおりとする。 

 (1)  設計変更を必要とする場合は、速やかに設計変更申請書、理由書、変更設計図及び変

更工事費内訳書を提出し、機構の確認を受ける。（様式３６、３７） 

 (2)  設計変更の手続きは、原則として工期末の１ヵ月前までに完了させる。ただし、部分

払検査にかかる変更は、当該部分払検査以前に完了させる。 

 (3) 変更工事の名称は、○○○○工事第○回変更とする。 

 (4) 図面の大きさ等は、原設計と同一とする。 

 (5) 変更設計図は、原則として１枚の図面に原設計と変更設計を対比させて記載する。 

 (6) 工事費内訳書には、変更する項目のみを記入する。 

３  追加工事の工事名称は、○○○○追加工事とし、設計図書等の作成は原設計に準じる。 

 

      附  則 

 この細則は、令和４年４月１日から施行する。 
 

   附  則 

   この細則は、令和５年４月１日から施行する。 
 
 
 
 



 

 

（別表１） 
 

設 計 図 書 縮  尺 摘     要 

   

〔設計図〕   

   

◎表紙・目次    （様式７、８） 

   

◎建   築   

（意  匠）   

   1．工事概要及び特記仕様書   

   2．案内図及び配置図   

   3．構造概要及び仕上表  1:200,1:100  

   4．面積表       〃  

   5．各階平面図       〃  

      立 面 図       〃  

     断 面 図  1:30,1:20  

     各 伏 図  1:50,1:30,1:20  

     矩 計 図  1:30,1:20  

   6．平面詳細図  1:50,1:30  

     断面詳細図   

     展 開 図   

     建 具 図   木製、金属製建具表共 

   

（構 造）   

  1．一 般 図   一般基準図、基礎伏図､軸組 

  2．詳 細 図  図､ 柱･梁リスト､壁･床板リス 

  ト、 階段図、架構図 

（工作物）  1:200～1:100  

  1．工事概要及び特記仕様書  1:50～1:20  

  2．一 般 図   

  3．詳 細 図   

   

   

   

  



 

 

設 計 図 書 縮  尺 摘    要 

   

（外 構）   

   1．工事概要及び特記仕様書  1:200～1:100  道路･駐車場･植栽･その他 

   2．一般図  1:50～1:20  

   3．詳細図   

   

◎電気設備   

  1．工事概要及び特記仕様書   

  2．案内図・配置図及び屋外   

      配線図  1:100  

   3．各階配管配線詳細図  1:20  

  4．屋内配管配線詳細図   

  5．機器姿図及び機器仕様  1:100,1:20  

  6．機器配置図及び詳細図   

  7．結線図   

   

◎機械設備   

  1．工事概要及び特記仕様書   

  2．給排水衛生設備   

    （配置図及び屋外配管図、  1:200～1:20  

      各階配管平面図､配管系統   

      図､機械室平面図及び配管   

      詳細図､し尿浄化槽詳細図､   

      高置水槽詳細図)   

   

   

   

   

   

   

   

  



 

 

設 計 図 書 縮  尺 摘  要 

   

   3．冷暖房換気空気調和設備   

    （配置図及び屋外配管図､各   機器一覧表 

      階配管平面図､配管系統図､   

      機械室平面図及び 配管詳   

      細図)   

   4．昇降機設備   ＥＶ．ダムウェーターその他 

    （平面詳細図､立面詳細図､   

      断面詳細図)   

  5．厨房設備  1:100  

    （平面配置図､器具詳細図）   器具リスト表 

   6．ガス設備   

    （屋外配管図及び屋外平面図）   

   

〔その他〕   

◎その他書類  工事内訳書に含むもの 

  1．構造計算書  ・別紙明細書 

  2．工事費内訳書  ・単価比較表及び複合単価表 

  3．各室照度計算書  ・数量計算書 

  4．電圧降下計算書  ・見積書 

  5．変圧器容量計算書   

  6．換気計算書   

  7．空調負荷計算書   

  8．給排水計算書   

      

   

   

   

   

  注）・その他確認申請及び省エネ基準適合判定に必要とされる図書 
   ・改修工事の場合は、必要に応じて設計図書を増減する 
    ・縮尺については、別途指示により変更することもある 

 

  



 

 

監 理 業 務 委 託 要 綱 

（総 則） 

第１条 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「機構」という。）の委託に

より建設工事の監理（以下「監理」という。）を行う場合は、施設建設工事の良好な施工

品質を確保するため、建築工事監理業務委託契約書又は設計監理業務委託契約書（以下「委

託契約書」という。）及び工事請負契約書（以下「工事契約書」という。）によるほか、

この要綱及び監理業務委託仕様書又は設計監理業務委託仕様書（以下「委託仕様書」とい

う。）の定めるところによる。 

（業 務） 

第２条 監理を委託された者（以下「監理業務の受注者」という。）は、設計内容を工事に

反映させるため、機構から建設工事を請負った者（以下「工事の受注者」という。）に対

し、良好な工事施工に必要な工事の監理及び指導を行う。 

２ 監理業務の受注者は、機構が工事業者を入札等により選定する際、以下の業務を行う。 

(1) 現場説明会を実施する場合においては、現場説明会に立会い、機構の指示により必

要な技術的事項を説明する。 

(2) 設計図書について競争参加有資格者から質問があった場合は、その回答事項を文書

にまとめ（訂正図面の作成含む）、期日までに機構へ提出する。（様式６）なお、

工事費内訳書に変更がある時は、直ちに工事費内訳書を修正し機構に提出する。 

(3) 機構の指示により、入札に立会う。 

（業務計画書） 

第３条 監理業務の受注者は、委託契約書に基づき、監理業務に関する業務計画書を提出し、

計画どおり完了するよう努める。（様式１３） 

（管理技術者（監理）等の選任） 

第４条 監理業務の受注者は、前条の業務を実施するため、管理技術者（監理）及び各主任

担当技術者（以下 特記なき場合は「管理技術者（監理）等」という。）を定め、その者の

資格及び過去５年分又は１０年分の経歴を付し、機構の承諾を受ける。これらを変更する

ときも同様とする。（様式１２－１、１２－３） 

（業務の委託又は下請） 

第５条  監理業務の受注者は、業務の一部を第三者に委託又は請負わせる場合は、機構に対

し、書面により承諾を得る。（様式１２－２） 

（管理技術者（監理）等の資格） 

第６条 管理技術者（監理）は、１級建築士として５年以上の監理の実務経験を有し、当該

工事を充分監理する能力を有する者とする。ただし、監理対象工事が設備工事単独又は主

の場合は、機構と協議の上、建築設備士等とすることができる。なお、管理技術者（監理）

の再委託は不可とする。 

２ 建築の主任担当技術者は、１級建築士又は２級建築士とする。ただし、２級建築士の場

合は、 １０年以上の監理の実務経験を有する者とする。なお、巡回監督の場合は、１級

建築士とする。 



 

 

３ 電気設備の主任担当技術者は、設備設計一級建築士、建築設備士、電気工事施工管理技

士若しくは電気主任技術者（電気事業法）とする。ただし、資格を有しない者の場合であ

っても、１０年以上の監理の実務経験を有する場合は、機構と協議し、主任担当技術者と

することができる。 

４  機械設備の主任担当技術者は、設備設計一級建築士、建築設備士若しくは管工事施工管

理技士とする。ただし、資格を有しない者の場合であっても、１０年以上の監理の実務経

験を有する場合は、機構と協議し、主任担当技術者とすることができる。 

５ 管理技術者（監理）等の資格は、前４項までの定めによるほか、機構が必要と認める工

事にあっては、委託仕様書により要件を付加する。 

（管理技術者（監理）等の業務） 

第７条 管理技術者（監理）は、次の業務を行う。 

 (1)  各主任担当技術者の指揮監督 

 (2)  機構への承諾、通知等 

 (3)  工事の受注者に対する指示、承諾、協議等の内容及び工事進捗状況についての機構へ

の報告 

２ 主任担当技術者は、委託契約書及び設計図書に基づき、次に掲げる業務を行う。 

 (1)  工事実施について、工事の受注者に対する指示及び承諾並びに協議、打合せ等 

 (2) 設計図書に基づく、工事の施工のための詳細図等の作成及び交付並びに工事の受注者

が作成したこれらの図書の承諾 

 (3) 設計図書に基づく工程の監理、工事施工の立会及び検査、工事材料の仕様及び性能確

認並びに工事材料の試験又は検査結果報告書の確認 

 (4)  委託仕様書で定められた追加業務 

（管理技術者（監理）等の配置等） 

第８条 管理技術者（監理）等の員数及び常駐、巡回の区分は、委託仕様書による。 

（紛争の防止） 

第９条 監理業務の受注者は、工事の受注者と地域住民等との関係に留意し、その間に諸種

の問題が生じないように配慮する。 

（検査の立会） 

第１０条  監理業務の受注者は、当該工事に関する機構が行う検査、特定行政庁等が行う検

査及び会計検査院の検査に機構の求めに応じて管理技術者（監理）等を立会わせる。 

（完成図・財産図等の提出） 

第１１条 監理業務の受注者は、工事が完成し、完成検査に合格したときは、遅滞なく完成

図・財産図、財産目録、登記関係書類、その他機構の指示する必要書類等を機構に提出す

る。ただし、財産目録の提出は、引渡書提出時とする。 

（業務完了の検査） 

第１２条 監理業務の受注者は、業務を完了したときは、機構に業務完了通知書を提出し、

検査を受ける。（様式３１） 

２  監理業務の受注者は、業務完了の検査を受ける場合、業務報告書、打合せ記録、その他

検査に必要な書類等を整備する。なお、業務報告書は、建築士法第２０条第３項に定める



 

 

工事監理報告書をもって兼ねることができる。 

（事後調査） 

第１３条 監理業務の受注者は、当該工事の引渡し後２年以内（設備機器本体等は１年以内）

に、工事契約書第４２条第１項による契約不適合の有無について調査し、機構に報告する。 

（印紙税の取扱） 

第１４条 施工図、製作図、その他工事の内容を詳細に表した図面等の印紙税の取扱につい

ては、印紙税法第３条による。なお、その実施に当たっては、監理業務の受注者と工事の

受注者との間で覚書を締結すれば足るものとする。（参考様式） 

（その他） 

第１５条 この要綱の定めるほか、業務に必要な取扱いについては、監理業務細則による。 

 

      附  則 

   この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 
 
 

  



 

 

監 理 業 務 細 則 

 

 監理業務の実施については、監理業務委託要綱（以下「要綱」という。）によるほか、こ

の細則による。 

 

（工事経過の把握） 

第１条 管理技術者（監理）等は、工事の受注者から提出された書類及び自ら提出する報告

等を整理し、常に工事の経過を明らかにしておく。 

（監理業務報告書） 

第２条 管理技術者（監理）は、監理業務内容及び工事の進捗状況について、月毎の報告書

を作成し、翌月１０日までに機構に提出する。（様式１８） 

（現場代理人等） 

第３条 管理技術者（監理）は、工事の受注者から現場代理人、監理技術者（及び監理技術

者補佐（専任している場合）又は主任技術者）及び専門技術者を決定した旨の通知があっ

たときは、延滞なく機構に提出する。（様式１１－１、１１－２） 

（工程表及び下請負人通知書） 

第４条 管理技術者（監理）は、工事の受注者から工事の工程表の提出があったときは、内

容を確認の上、延滞なく機構に提出する。（様式１４－１、１４－２、１４－３、３９） 

２  管理技術者（監理）は、工事の受注者から工事の一部を下請負人に付する通知があった

ときは、延滞なく機構に提出する。（様式１７） 

３ 前項の工事の受注者が行う通知の範囲は建築工事（設備工事が主体の場合）、電気設備

工事、機械設備工事及び昇降機設備工事とし、下請負人の経歴書を１部添付すること。 

（備付書類等） 

第５条 管理技術者（監理）は、次に掲げる書類等を遅滞なく整備し、現場に備えておく。 

 (1)  設計事務所関係書類等 

    ①  建築工事監理業務委託契約書（又は、設計監理業務委託契約書）の写 

    ② 現場説明書、質問回答書等 

    ③ 工事費内訳書（機構の了解を得た直接工事費のみのもの） 

    ④ 構造計算書   

    ⑤  確認申請書（副）及び確認済証 

    ⑥  諸官庁への申請書等の控又は写 

    ⑦  監理業務計画書（様式１３） 

 (2)  工事請負者関係書類等 

    ①  工事請負契約書（副）  

    ② 管理技術者（監理）等承諾願（様式１２－１、１２－２、１２－３） 

    ③ 現場代理人等通知書（様式１１－１、１１－２） 

    ④ 工事工程表（様式１４－１、１４－２、１４－３、３９） 

    ⑤  下請負人決定通知書（様式１７） 



 

 

 (3) 監理業務報告書（様式１８） 

 (4)  材料製造業者等通知書（様式２１） 

 (5)  工事週報及び工事打合せ簿（様式１９、２０） 

 (6) 材料搬入報告書（様式２２） 

 (7)  検査関係 

    ①  工事の受注者による自主検査の報告書等 

    ②  監理業務の受注者による検査の報告書等 

    ③  建築基準法の規定による検査済証、消防用設備等検査済証等 

２  管理技術者（監理）は、次に掲げる書類等を遅滞なく請負者に整備させ、確認のうえ現

場に備えておくよう指示する。  

 (1)  施工体制台帳等  

    ① 施工体制台帳及び施工体系図 

    ②  建設業退職金共済組合の発注者用掛金収納書又はそれにかわるものの写 

    ③  火災保険、建設工事保険その他の保険証券等の写 

    ④  官公庁等への届出書類 

 (2)  総合施工計画書、工種別施工計画書 

 (3) 仮設計画図、承諾図等 

 (4)  実施工程表（週間工程表、月間工程表、工種別工程表等も含む）、気象表等 

 (5)  工事写真 

 (6) 仕様、材料等の試験及び品質に関する書類 

    ・地質調査報告書、地耐力又は基礎杭の試験結果及び実績表 

    ・コンクリート強度試験表、鉄筋・鋼材強度試験表、アスファルト試験表 

    ・電気絶縁抵抗及び接地抵抗試験表、分電盤等試験成績表、照度測定表、TV電界強度測

定表 

    ・各種機器類性能試験表、昇降機試験成績表、配管水圧試験表、ガス機密試験表等 

 (7)  建築副産物対策関係資料 

    ・契約書、マニフェストの写し、産業廃棄物集計表等 

 (8)  環境関係の測定又は検査報告書 

 (9)  防水工事、吹付工事、浴室ユニット、機器等の保証書 

(10)  工事標準仕様書等（委託仕様書の適用基準等で定められた仕様書、以下「仕様書」と

いう。）に記載のある書類等   

３ 前項の書類等の大きさは、設計図、施工図を除き、原則として、ＪＩＳ Ａ４版とする。 

（工事の記録） 

第６条 管理技術者（監理）は、施工した作業の概要を記録した工事週報を工事の受注者に

提出させ確認する。（様式１９） 

２ 主任担当技術者は、工事打合せ内容、工事の受注者への指示事項等を工事打合せ簿にそ

の都度記録する。（様式２０） 

（工事写真） 

第７条 管理技術者（監理）等は、「工事写真の撮り方」により、施工状況を工程段階毎に



 

 

撮影するよう請負者に指示し確認する。 

（施工図等の審査）  

第８条 管理技術者（監理）等は、工事の受注者に施工上必要な施工図、原寸図等を工事の

工程に支障をきたさないよう準備させ、これを審査する。 

（実施工程表） 

第９条 管理技術者（監理）は、工事の受注者にバーチャート方式又はネットワーク方式よ

る実施工程表（必要に応じて補助工程表を含む。）を作成させる。 

２ 実施工程表には、予定出来高累計曲線（Ｓカーブ）を記入させる。 

（工事の促進） 

第１０条 管理技術者（監理）等は、前条の実施工程表に基づき工事の進捗を確認のうえ、

実施出来型累計曲線（Ｓカーブ）を赤線で記入し、常に工程の進捗が円滑に行われるよう

指導する。 

２ 管理技術者（監理）は、工程が遅延したときは、工事の受注者に対し工事の遅延を取り

戻すように指導するとともに、その処置について機構の指示を受ける。 

３ 管理技術者（監理）は、天災その他事故等により工事が遅延したときは、速やかに機構

に報告する。 

（材料及び品質の検査等） 

第１１条 管理技術者（監理）等は、工事に使用する工事材料、機器等（以下「材料」とい

う。）は、使用前の品質等について検査する。（様式２２） 

２ 前項の材料検査のうち、工場製品等により品質に変動の少ない材料については、抜き取

り検査によることができる。 

３ 不合格の材料については、遅滞なく工事現場から搬出させる。 

４ 管理技術者（監理）等は、確認申請を伴う工事の場合、使用する材料について設計図書

の記載内容を確認し、確認申請の完了検査に伴う「建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律」に係る「省エネ基準工事監理報告書」を作成する。                                     

５ 管理技術者（監理）等は、工事現場に搬入した材料について、承諾なく持ち出させては

ならない。 

６ 管理技術者（監理）は、工事の受注者から材料発注先についての通知を受けたときは、

機構に提出する。（様式２１） 

７ 管理技術者（監理）等は、設計図書により材料について試験をした場合、次に掲げる事

項について報告を受ける。 

   ①  試験年月日 

   ② 材料の名称、規格及び数量 

    ③ 試験体の採取方法及び年月日 

    ④ 試験方法 

    ⑤ 試験結果及びこれに基づく判定事項 

    ⑥  試験実施機関名、実施責任者名、立会者名等 

（巡回監督等） 

 第１２条  巡回の管理技術者（監理）は、巡回毎に工事の進捗状況を確認し、建築、電気



 

 

設備及び機械設備工事相互間の調整を行う。 

２ 巡回の主任担当技術者は、工程毎に次の業務を行う。 

 (1) 各工事共通 

    ①  実施工程表、工事週報等進捗状況の確認 

    ②  施工図、施工計画書及び製作図の検討及び承諾 

    ③  材料見本の承諾及び決定、搬入材料の検査 

    ④  施工後確認不可能な箇所の工事の確認 

    ⑤  各種機器の据え付け工事の検査 

    ⑥  各種試験測定、試験運転等の立会 

 (2) 建築工事 

    ①  現地調査及び施設の位置決定の立会 

    ②  杭打工事の立会及び完了確認 

    ③  基礎、各階の配筋及び型枠の検査 

    ④  コンクリート打設の立会 

    ⑤  コンクリート４週強度試験の立会 

    ⑥  仕上げ工事（週１回程度）の確認、検査等 

 (3) 電気設備工事 

    ①  配管工事の検査 

    ②  通線工事の検査 

    ③  機器取付の検査 

    ④  接地工事の検査 

    ⑤  雷保護設備工事の検査 

    ⑥  受変電設備工事の検査 

    ⑦  電話及び交換機設備の検査 

    ⑧  架空線及び地中配線工事の検査 

 (4)  給排水衛生設備工事 

    ①  屋内配管工事の検査 

    ②  屋外配管工事の検査 

    ③  保温工事の検査 

 (5)  空気調和設備工事 

    ①  配管工事の検査 

    ②  ダクト工事の検査 

    ③  保温工事の検査 

 (6)  昇降設備工事 

      昇降路及び各階出入口廻り取付工事の検査 

（立会検査等） 

第１３条 管理技術者（監理）等は、設計図書に定められている立会検査を行う。 

２ 管理技術者（監理）等は、前項の規定にかかわらず施工段階ごとに検査を行うことが必

要であると認められる場合は、その都度検査を行う。 



 

 

（施工の中止及び破壊検査） 

第１４条 管理技術者（監理）は、工事の受注者が指示に反して、前条に掲げる立会検査又

は管理技術者（監理）等が指定した施工段階毎の検査を受けないで施工した場合は、ただ

ちに施工を中止させ、その状況を調査し、破壊検査等検査の手法について検討のうえ機構

の指示を受ける。 

（改善命令） 

第１５条 管理技術者（監理）等は、工事の施工が設計図書及び仕様書に適合しないと認め

られたときは、工事の受注者に対し、設計図書及び仕様書に適合した工事を実施するよう

に指導する。 

（設計図書と現場との不一致） 

第１６条 管理技術者（監理）は、設計図書と工事現場の状態が一致しないとき又は設計図

書に食い違いがあるときは、機構の指示を受ける。 

（工事の変更） 

第１７条  管理技術者（監理）は、工事を変更、一時中止又は打切りの必要があると認める

ときは、速やかに機構に報告し指示を受け、設計業務細則による設計変更図書を作成する。 

（緊急時の措置） 

第１８条 管理技術者（監理）は、災害防止その他工事の施工上やむを得ず請負者に臨機の

処置を取らせる必要がある場合は、機構の指示を受け、工事の受注者にその処置について

指示をする。ただし、緊急を要し自主的判断で指示した場合は、速やかにそのいきさつを

機構に報告する。 

２  管理技術者（監理）は、災害防止等のため緊急を要し、工事の受注者が自主的判断で取

った処置について通知を受けた場合は、意見を付して機構に報告する。 

３ 管理技術者（監理）は、災害が発生した場合、速やかに機構に報告する。 

（工事関係者の交替） 

第１９条 管理技術者（監理）は、現場代理人、監理技術者（及び監理技術者補佐（専任し

ている場合））、主任技術者又は専門技術者及び下請負人、労働者等が、工事の施工又は

管理について著しく不適当と認めたときは、機構と協議の上、工事の受注者に対し、理由

を明示して、その交替を求めることができる。 

（契約履行等についての危惧） 

第２０条 管理技術者（監理）は、工事の受注者が正当な理由がなく工事に着手しないとき

又はその他契約の履行について疑念があるときは、速やかにその理由を調査し、その措置

について機構の指示を受ける。 

（工期の延長）  

第２１条 管理技術者（監理）は、工事が期限内に完成しない恐れがあると認めたときは、

その概況を把握の上、意見を付し、速やかに機構に報告し指示を受ける。 

（部分払検査、完成検査等） 

第２２条 管理技術者（監理）は、工事の受注者から部分払検査願、完成通知書等の提出が

あった場合は、直ちに同通知書等を機構に送付し、現場の状況を調査の上、検査に必要な

手続きを取る。 



 

 

２ 部分払検査及び完成検査を実施する月日は、検査願受理後、機構が決定する。 

３ 管理技術者（監理）等は、部分払検査及び完成検査等に先立って、次のことについて確

認する。 

 (1)  工事進捗状況 

 (2) 出来形部分の確認及びその相当額の算出 

 (3) 現場備付書類等 

 (4) 見本品等の審査 

 (5) 関係諸官庁の検査書類等 

４  管理技術者（監理）は、検査に当たり、請負者に対し、次のものを準備させる。 

 (1)  検査用具（スケール、巻尺、ノギス、テストハンマー、鏡、磁石、懐中電灯、脚立、

カラーＴＶ、絶縁及び接地抵抗測定器、テスター、コンロ台、ピンポン玉等） 

 (2)  保護帽等（保護帽、安全帯、長靴、スリッパ、手袋、タオル、雨具、防寒具等） 

 (3) 材料見本等  

（予備検査及び検査指摘事項の確認等） 

第２３条 管理技術者（監理）は、機構が行う完成検査に先立ち、予備検査を実施する。ま

た、次の点についても留意する。 

 (1) 電気、水道、ガス等は、本設にて完成検査が実施できるよう手続きを行う。 

 (2) 電気、機械及びガス設備工事関係は、試運転調整を済ませ、その測定記録を整備する。 

２  管理技術者（監理）は、機構の検査の結果、修補の指摘を受け手直しを必要とする場合、

その履行を監理、検査の立会を行い機構に報告する。（様式２５－１、２６－１、２６－

２） 

（完成書類の引渡し） 

第２４条 管理技術者（監理）は、目的物の引渡しの際、下記の書類等を当該施設長に引渡

す。 

 (1)  第５条に掲げる書類等（第１項(1)③を除く。） 

 (2) 機構の検査に関する書類等 

 (3)  監理仕様書に定められた完成図・財産図等 

２ 前項(1)及び(2)の書類等は、保管用段ボール箱等に整理し、書類名等の目録を箱の内側

及び外側に明示し、内容の説明を加えた上、引渡す。 

（保全に関する事項） 

第２５条 管理技術者（監理）は、工事の受注者に、施設の保全等について別に定めた説明

書に概要を記入させ、施設管理者に維持管理していく上で必要な事項について説明させ、

当該施設長に引渡す。 

（技能士の延べ人数の報告） 

第２６条 管理技術者（監理）は、工事の受注者から報告があった職種別技能士延人員報告

書を確認後、機構に提出する。（様式３０） 

 

      附  則 

  この細則は、令和４年４月１日から施行する。 


